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「原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料
物質及び原子炉の規制に関する法律等の一部を改正する法律」の 

成立及び今後の対応について 

平成２９年４月１２日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．国会審議の経過 

平成２９年２月１日の第５９回原子力規制委員会にて決定した「原子力利用にお

ける安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律等の一部を改正する法律案」は、２月７日に閣議決定され、第１９３回国会に提

出された（閣法第１７号）。その後、３月２３日に衆議院本会議、４月７日に参議院

本会議において政府案のとおり可決され、４月１４日に公布される予定。 

 衆議院環境委員会、参議院環境委員会において、別紙２、別紙３のとおりそれぞ

れ附帯決議がなされた。 

 

２．今後の対応 

以下のとおり段階的に施行することを踏まえ、所要の関係政令・規則の制定・改

正や運用のためのルール作りなど、施行に向けた準備を進める。 

 

（１）第一段階施行：公布の日（４月１４日（予定）） 

○放射線障害防止の技術的基準に関する法律関係 

放射線審議会の主体的な調査審議・意見具申機能の追加 

 

（２）第二段階施行：公布の日から３か月以内 

○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律関係 

核燃料物質の使用者及び国際規制物資使用者に係る規制の適正化 

  ※当面必要な準備 

・ 施行期日を定める政令の制定 

・核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令、核燃料物質

の使用等に関する規則などの政省令の改正（条ずれなどの法技術的な内容） 

 

（３）第三段階施行：公布の日から１年以内 

○放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律関係 

放射性同位元素等の廃棄に関する特例、放射線取扱主任者に係る手続きの規

則委任化等 

 

（４）第四段階施行：公布の日から１年６か月以内 

○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律関係 

廃止措置実施方針の作成・公表、炉内等廃棄物の埋設等に関する規制制度の

見直し 
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（５）全面施行：公布の日から３年以内 

○核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律関係 

原子力事業者等に対する検査制度の見直し、原子力施設の設計及び工事から

使用までの一貫した品質管理の要求等 

○放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律関係 

法律名の変更（放射性同位元素等の規制に関する法律）、放射性同位元素に対

する防護措置の要求の新設、事業者責務の明確化 

 

＜資料一覧＞ 

別紙１ 国会審議日程 

別紙２ 衆議院附帯決議 

別紙３ 参議院附帯決議 

別紙４ 今後のスケジュール 

 



1 
 

別紙１ 

第１９３回国会審議日程 

 

 

平成 29 年 3 月 10 日 

 

衆議院 環境委員会 

・提案理由説明 

 3 月 14 日 

 

衆議院 環境委員会 

・対政府質疑 

 3 月 17 日 衆議院 環境委員会 

・参考人質疑 

・対政府質疑 

・採決（可決） 

・附帯決議の採択 

 3 月 23 日 衆議院 本会議 

・採決（可決） 

 3 月 30 日 参議院 環境委員会 

・提案理由説明 

 4 月 4 日 参議院 環境委員会 

・対政府質疑 

 4 月 6 日 参議院 環境委員会 

・対政府質疑 

・採決（可決） 

・附帯決議の採択 

 4 月 7 日 参議院 本会議 

・採決（可決） 

 4 月 14 日 公布（予定） 
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原
子
力
利
用
に
お
け
る
安
全
対
策
の
強
化
の
た
め
の
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正 

す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議 

 

平
成
二
十
九
年
四
月
六
日 

参

議

院

環

境

委

員

会 

 

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。 

 

一
、
本
改
正
に
よ
り
国
際
規
制
物
資
使
用
者
間
で
の
少
量
核
燃
料
物
質
の
譲
渡
し
又
は
譲
受
け
、
国
際
規
制
物
資
使
用
者
に
よ
る
少
量
核
燃
料
物
質
の
輸

出
入
が
可
能
と
な
っ
た
場
合
、
取
引
の
増
加
に
伴
い
核
燃
料
物
質
の
移
動
が
活
発
に
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
、
こ
れ
に
よ
り
少
量
核
燃
料
物
質
の
所
在

等
の
把
握
が
煩
雑
に
な
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
少
量
核
燃
料
物
質
の
平
和
的
利
用
が
担
保
さ
れ
る
た
め
に
も
、
国
際
規
制
物
資
使
用
者
に

係
る
計
量
管
理
の
強
化
及
び
効
率
化
の
検
討
を
速
や
か
に
行
い
、
必
要
な
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
。 

 

二
、
原
子
力
施
設
の
廃
止
措
置
の
実
行
可
能
性
を
担
保
す
る
た
め
、
廃
止
措
置
実
施
方
針
の
定
期
的
な
見
直
し
・
更
新
を
発
電
用
原
子
炉
設
置
者
等
に
求

め
る
と
と
も
に
、
あ
ら
か
じ
め
適
切
な
公
表
の
方
法
を
定
め
た
上
で
、
定
期
的
に
公
表
す
る
こ
と
。 

 

三
、
中
深
度
処
分
を
行
う
第
二
種
廃
棄
物
埋
設
施
設
に
つ
い
て
は
、
放
射
能
濃
度
が
比
較
的
高
い
廃
棄
物
を
数
百
年
に
も
及
ぶ
長
期
間
取
り
扱
う
こ
と
か

ら
、
そ
の
間
、
事
業
者
に
よ
っ
て
安
定
的
に
事
業
が
継
続
さ
れ
る
よ
う
、
当
該
事
業
者
の
体
制
強
化
を
図
る
施
策
の
実
施
も
含
め
、
必
要
な
指
導
・
監

督
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
事
業
者
に
よ
る
管
理
終
了
後
に
放
射
性
物
質
の
漏
え
い
等
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
国
が
責
任
を
持
っ
て
そ
の
対
処

に
当
た
る
こ
と
。 

 

四
、
放
射
性
廃
棄
物
を
取
り
扱
う
埋
設
施
設
の
立
地
選
定
に
当
た
っ
て
は
、
有
害
物
質
で
あ
る
ポ
リ
塩
化
ビ
フ
ェ
ニ
ル
の
よ
う
に
、
民
間
主
導
の
処
理
の

計
画
が
頓
挫
し
た
ケ
ー
ス
も
過
去
に
見
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
立
地
選
定
及
び
処
分
が
円
滑
に
進
む
よ
う
、
国
と
し
て
立
地
の
選
定
に
積
極
的
に
関
与
す

る
こ
と
。
ま
た
、
放
射
性
廃
棄
物
の
埋
設
の
事
業
を
円
滑
に
実
施
す
る
た
め
に
は
立
地
自
治
体
及
び
地
元
住
民
の
協
力
が
欠
か
せ
な
い
こ
と
か
ら
、
事

業
者
と
立
地
地
域
の
合
意
形
成
が
進
む
よ
う
、
国
も
積
極
的
に
働
き
か
け
て
い
く
こ
と
。 
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五
、
指
定
廃
棄
物
埋
設
区
域
制
度
の
創
設
に
伴
い
、
発
電
用
原
子
炉
及
び
試
験
研
究
炉
施
設
の
規
制
基
準
策
定
に
向
け
た
検
討
が
今
後
進
む
こ
と
と
な
る

一
方
で
、
再
処
理
施
設
等
か
ら
生
ず
る
放
射
性
廃
棄
物
な
ど
、
炉
内
等
廃
棄
物
以
外
の
放
射
性
廃
棄
物
の
中
深
度
処
分
に
つ
い
て
は
こ
の
検
討
の
対
象

と
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、
当
該
廃
棄
物
に
係
る
規
制
基
準
に
つ
い
て
も
早
急
に
検
討
を
進
め
、
そ
の
結
果
を
国
民
に
分
か
り
や
す
く
、
丁
寧
に
説

明
す
る
こ
と
。 

 

六
、
原
子
力
規
制
委
員
会
は
、
今
回
新
設
さ
れ
る
第
六
十
二
条
の
二
の
二
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
国
際
的
な
基
準
や
先
行
す
る
海
外
事
例
と
の
整
合
を
図
り

つ
つ
、
バ
ッ
ク
フ
ィ
ッ
ト
の
運
用
に
関
す
る
ル
ー
ル
や
判
断
基
準
を
明
確
化
し
、
規
制
化
す
る
た
め
の
プ
ロ
セ
ス
を
整
備
す
る
こ
と
。 

 

七
、
今
回
の
検
査
制
度
の
見
直
し
に
お
い
て
は
、
国
際
原
子
力
機
関
に
よ
る
総
合
規
制
評
価
サ
ー
ビ
ス
の
指
摘
や
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の

事
故
の
教
訓
を
踏
ま
え
、
科
学
的
・
技
術
的
知
見
を
基
本
に
、
国
際
的
な
基
準
や
先
行
す
る
海
外
事
例
と
の
整
合
を
図
り
つ
つ
、
原
子
力
安
全
規
制
の

実
効
性
を
高
め
、
実
質
的
な
安
全
性
を
効
果
的
に
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
規
制
体
系
と
な
る
よ
う
特
段
の
配
慮
を
行
う
こ
と
。 

 

八
、
原
子
力
規
制
検
査
及
び
総
合
的
な
評
定
に
当
た
っ
て
は
、
国
際
原
子
力
機
関
に
よ
る
総
合
規
制
評
価
サ
ー
ビ
ス
の
指
摘
を
踏
ま
え
、
安
全
へ
の
実
質

の
影
響
程
度
で
判
定
す
る
と
い
っ
た
考
え
方
で
厳
格
に
検
査
を
行
う
と
い
う
指
摘
の
理
念
が
実
現
さ
れ
る
よ
う
実
施
す
る
こ
と
。
ま
た
、
見
直
し
後
も

不
断
の
検
証
を
行
い
な
が
ら
、
継
続
的
な
改
善
を
図
っ
て
い
く
こ
と
。 

 

九
、
原
子
力
規
制
検
査
の
導
入
に
当
た
っ
て
は
、
安
全
上
の
重
要
性
や
リ
ス
ク
評
価
に
着
目
し
て
検
査
対
象
の
選
定
を
行
い
、
そ
の
運
用
や
判
定
の
一
貫

性
や
予
見
性
、
透
明
性
を
確
保
す
る
観
点
か
ら
、
原
子
力
事
業
者
等
と
の
緊
密
か
つ
継
続
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
図
り
つ
つ
、
そ
の
具
体
的
な

方
法
を
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
で
明
確
化
す
る
な
ど
に
よ
り
実
効
性
あ
る
運
用
が
な
さ
れ
る
よ
う
十
分
な
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
。 

 

十
、
原
子
力
規
制
検
査
の
運
用
に
お
い
て
は
高
い
能
力
が
検
査
官
に
求
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
同
検
査
の
運
用
開
始
ま
で
に
資
格
付
与
等
の
能
力
管
理
の

仕
組
み
を
整
備
・
公
表
す
る
と
と
も
に
、
同
検
査
の
運
用
に
必
要
な
人
員
を
十
分
に
確
保
し
、
検
査
の
実
効
性
を
担
保
す
る
こ
と
。 

 

十
一
、
規
制
体
系
の
大
幅
な
変
更
を
伴
う
新
た
な
検
査
制
度
の
導
入
に
当
た
っ
て
は
、
原
子
力
事
業
者
等
の
実
務
を
担
う
現
場
に
お
い
て
過
度
な
負
担
や

無
用
な
混
乱
が
生
じ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
十
分
な
準
備
期
間
を
設
定
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
運
用
開
始
ま
で
に
実
際
の
運
用
の
た
め
の
評
価
・
分
析

を
含
め
た
十
分
な
検
討
を
行
い
、
新
旧
制
度
間
の
円
滑
な
移
行
に
万
全
を
期
す
こ
と
。 



十
二
、
原
子
力
規
制
委
員
会
は
、
原
子
力
規
制
に
関
す
る
理
解
と
信
頼
を
よ
り
一
層
高
め
る
た
め
、
見
直
し
後
の
検
査
制
度
に
基
づ
く
取
組
状
況
に
つ
い

て
、
国
民
に
分
か
り
や
す
く
説
明
す
る
と
と
も
に
、
国
会
に
定
期
的
に
報
告
す
る
こ
と
。
特
に
、
原
子
力
規
制
検
査
及
び
総
合
的
な
評
定
の
結
果
に
当

た
っ
て
は
、
根
拠
等
含
め
明
確
か
つ
具
体
的
に
国
民
に
対
し
て
も
分
か
り
や
す
く
公
表
す
る
こ
と
。 

 
 

十
三
、
原
子
力
規
制
委
員
会
は
、
国
際
原
子
力
機
関
に
よ
る
総
合
規
制
評
価
サ
ー
ビ
ス
の
報
告
書
を
真
摯
に
受
け
止
め
、
今
回
の
検
査
制
度
の
見
直
し
等

に
と
ど
ま
る
こ
と
な
く
、
自
ら
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
の
確
立
、
原
子
力
事
業
者
等
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
高
経
年
化
に
関
す
る
認
可
手

続
等
に
係
る
諸
課
題
に
関
し
て
、
迅
速
か
つ
不
断
の
改
善
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
そ
の
状
況
を
国
会
に
も
分
か
り
や
す
く
報
告
す
る
こ
と
。 

 

十
四
、
放
射
性
同
位
元
素
、
放
射
線
発
生
装
置
及
び
核
燃
料
物
質
等
は
、
研
究
機
関
、
大
学
、
医
療
機
関
、
民
間
企
業
等
に
お
い
て
幅
広
く
使
用
さ
れ
て

お
り
、
多
様
な
放
射
性
廃
棄
物
が
発
生
し
て
い
る
状
況
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
施
設
を
所
管
す
る
関
係
各
法
律
に
お
い
て
も
、
早
期
に
処
理
・

処
分
の
合
理
化
に
係
る
規
定
を
整
備
す
る
こ
と
。 

 

十
五
、
特
定
放
射
性
同
位
元
素
防
護
規
程
の
届
出
制
度
が
創
設
さ
れ
る
に
当
た
り
、
放
射
線
障
害
予
防
規
程
と
の
内
容
の
重
複
等
に
よ
り
、
事
業
者
か
ら

は
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
と
セ
ー
フ
テ
ィ
の
内
容
が
重
複
し
混
乱
を
来
す
の
で
は
な
い
か
と
の
懸
念
が
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
事
業
者
に
対
し
過
度
な
負

担
を
強
い
る
こ
と
と
な
ら
な
い
よ
う
制
度
を
構
築
す
る
こ
と
。 

 

十
六
、
防
護
措
置
の
対
象
と
な
る
血
液
照
射
装
置
は
現
在
で
は
使
用
さ
れ
な
く
な
っ
て
き
て
い
る
も
の
の
、
同
装
置
を
廃
棄
す
る
に
は
多
大
な
費
用
が
か

か
り
、
廃
棄
さ
れ
ず
に
各
施
設
に
保
管
さ
れ
て
い
る
状
況
に
あ
る
こ
と
等
を
踏
ま
え
、
防
護
措
置
が
義
務
付
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
装
置
の
廃
棄
に
対

し
、
必
要
な
支
援
策
を
検
討
す
る
こ
と
。 

  
 

右
決
議
す
る
。 

 



今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

平
成

29
年
度

平
成

30
年
度

平
成

31
年
度

平
成

32
年
度

検
査
制
度
の
試
運
用

第 一 段 階

（ 放 射 線

審 議 会 ）

規
則
案
等
の
検
討
・
作
成

第 二 段 階

（ 使 用 ・ 国 際

規 制 物 資 ）

第 三 段 階

（ Ｒ Ｉ 廃 棄 、

規 則 委 任 ）

第 四 段 階

（ 廃 止 措 置 、

埋 設 ）

第 五 段 階 （ 検 査 、

Ｒ Ｉ 防 護 措 置 ）

法
施
行

（
４
／
１
４
）

法
施
行

（
７
月
上
旬
（
予
定
）
）

公
布

（
４
／
１
４
）

５
月
規
則
案
の
意
見
募
集

法
施
行

（
Ｈ
３
０
．
４
ま
で
）

法
施
行

（
Ｈ
３
２
．
４
ま
で
）

規
則
・
ガ
イ
ド
等
の

試
運
用
版
作
成

検
査
の
詳
細
制
度
設
計
（
検
討
チ
ー
ム
、
Ｗ
Ｇ
）

法
施
行

（
Ｈ
３
０
．
１
０
ま
で
）

規
則
案
等
の
検
討
・
作
成

７
月
組
織
体
制
整
備

（
検
査
、
放
射
線
規
制
）

研
修
体
系
の
抜
本
的
拡
充
・人
材
育
成
策
の
実
施

※
既
許
可
者
は
施
行
後
３
か
月
以
内
に

廃
止
措
置
実
施
方
針
を
公
表

※
既
許
可
者
は
施
行
後
３
か
月
以
内

に
品
質
管
理
体
制
に
つ
い
て
届
出
、

施
行
後
６
か
月
以
内
に
保
安
規
定
変

更
に
つ
い
て
申
請

６
月
規
則
・
政
令
案
の
委
員
会
審
議

１
０
月
資
格
認
定
の

仕
組
み
の
運
用
開
始

検 査

政
令
・
規
則
案
等
の
作
成

政
令
、
規
則
案
等
の
検
討
・
作
成

（
施
行
準
備
）

Ｒ Ｉ

法
施
行

（
Ｈ
３
２
．
４
ま
で
）

別
紙
４


